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調査項目

（Q1）家賃滞納により入居者に建物の明渡しを求めた事案はあるか

（Q2）何ヶ月の家賃滞納で明渡しを求めたか

（Q3）賃貸借契約で契約解除に関して何ヶ月家賃滞納があった場合に解除と規定し

ているか

（Q4）明渡しを行う場合、入居者に対してどのように対応しているか

（Q5）入居者が明渡しに応じない場合はどのように対応しているか

（Q6）法的手続きを行っていない場合はどのように対応したか

（Q7）明渡し対象の入居者へ次の住まい先の紹介や斡旋など支援はしているか

（Q8）家賃滞納により入居者に対して建物の明渡しを求める場合、問題点や課題など

があれば自由に記載
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【Q1】家賃滞納により入居者に建物の明渡しを求めた事案があるか

【Q２】何ヶ月の家賃滞納で明渡しを求めたか（複数回答可）

※Ｑ１で明渡しを求めた事案があると回答した13法人の集計

回答 法人数
ある 13
ない 11

回答 法人数
1か月 0
2か月 6
3か月 5
4か月 2
その他 3

その他
6か月～1年

賃貸物件（サブリース物件を含む）を持つ居住支援法人を対象に集計
（24法人）
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【Q３】賃貸借契約で契約解除に関して何ヶ月滞納があった場合に
解除と規定しているか

※賃貸物件（サブリース物件を含む）を持つ24法人の集計

【Q４】明渡しを行う場合、入居者に対してどのように対応しているか（複数回答可）

回答 法人数
口頭で説明し合意を得る 6
書面で通知し合意を得る 11

回答 法人数
1か月 ５
2か月 4
3か月 8
4か月 0
その他 ７

※Ｑ１で明渡しを求めた事案があると回答した13法人の集計

その他
・規定していない
・相当の期間 など



該当なし

4

【Q５】入居者が明渡しに応じない場合はどのように対応しているか

【Q６】法的手続きを行っていない場合はどのように対応したか

回答 法人数
入居を認めたまま、明渡しを求めている ２

法的な手続きを行っている ４
法的手続きを行っていない 0

その他 1

【Q７】明渡し対象の入居者へ次の住まい先の紹介や斡旋など支援は
しているか

回答 法人数
紹介やあっせんを行っている 11
紹介やあっせんを行っていない 2

その他
・行方不明となった場合、動産を
倉庫で保管

※入居者が明渡しに応じないと回答した７法人の集計

※Ｑ１で明渡しを求めた事案があると回答した13法人の集計
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【Q8】家賃滞納により入居者に対して建物の明渡しを求める場合、問題点
や課題などがあれば自由に記載

・家賃でローン返済を行う貸主が多く、滞納は貸主側の経済的負担が大きい。

・訴訟費用や原状回復・残置物管理費も貸主負担となる場合が多い。

・サブリース事業では、家賃未払いのまま部屋が⾧期間使用できない状況が続くと経営に影響し、今
後は入居審査が厳しくなる可能性がある。

・居住支援法人の中には、支援が非常に難しい方を受け入れている事業者もある。障がい等級が同じ
でも、生育環境や性格によって社会生活の困難さは大きく異なり、対応可能かどうかを見極めるアセ
スメント技量が十分でない場合もある。

・家賃滞納の背景には、本人の不注意や怠慢だけでなく、障がい特性が影響していると考えられる
ケースもあり、対応に苦慮することが多い。

・生活保護受給中に収入があった場合、代理納付が停止され、本人からの徴収しかできなくなり、家
賃滞納のリスクが高まる。


